
 
 
 
 
 
 

日本株マーケット・ニュートラル 

（愛称：ニュートロン（NEUTRON）） 
追加型証券投資信託／ファンド・オブ・ファンズ 

 

 

 

投資信託説明書（目論見書）訂正事項分 

２００６．０１ 
 

 

 

１．この投資信託説明書（目論見書）により行う「日本株マーケット・ニュートラル」の受益証券の募集につい

ては、委託会社は証券取引法（昭和 23 年法第 25 号）第５条の規定に基づく有価証券届出書を平成 17 年 7

月 20 日に関東財務局長に提出しており、平成 17 年 8月 5 日にその届出の効力が生じております。また、同

法第 7 条の規定により有価証券届出書の訂正届出書を平成 17 年 8 月 15 日、平成 17 年 10 月 11 日、平成 17

年 12 月 27 日および平成 18 年 1月 20 日に関東財務局に提出しております。 

２．「日本株マーケット・ニュートラル」の受益証券の価額は、同ファンドに組み入れられる有価証券等の値動

き、為替相場の変動等による影響を受けますが、これらの運用による損益はすべて投資家の皆様に帰属いた

します。当ファンドは元本が保証されているものではありません。 
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平成 18 年 1 月 20 日作成 

ソシエテジェネラルアセットマネジメント株式会社 

日本株マーケット・ニュートラル  
（愛称： ニ ュート ロン（ NEUTRON））  

投 資 信 託 説 明 書 （ 交 付 目 論 見 書 ） の 訂 正 部 分  

■ 当ファンドは、投資信託証券への投資を通して、実質的にわが国の株式など値動きのある有価証券等

に投資しますので、基準価額は変動します。これにより当ファンドの基準価額が下落し、損失を被る

ことがあります。 
■ 当ファンドは、投資家の皆様の投資元本および収益が保証されているものではありません。 
■ 運用により信託財産に生じた損益はすべて投資家の皆様に帰属します。 
■ 当ファンドは、預金保険機構あるいは保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。 
■ ロンドンまたはダブリン（アイルランド）もしくはパリの銀行休業日にあたる場合は、ご購入の申込

みおよびご換金の申込みの受付を行ないませんのでご留意下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

平成 18 年 1月 20 日に有価証券届出書の訂正届出書を提出したことに伴い、投資信託説明書（交付目論見書）

2005 年 8 月（以下「原交付目論見書」といいます。）の記載内容のうち、一部について新しい内容に改めます。 

【訂正箇所および訂正後の内容】 

第二部 ファンド情報 

第１ ファンドの状況 

５ 運用状況（以下の内容に改訂します）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（原交付目論見書 P24～27） 

(1) 投資状況 
平成 17 年 11 月末日現在 

資産の種類 国名 時価合計(円) 投資比率(％) 

ジャパニーズ エクイティ マーケット ニュー

トラル マザーファンド 投資証券 
ケイマン 

2,288,370,000 94.28 

りそな・短期金融資産マザーファンド 受益証券 日本 70,029,988 2.89 

現金・預金・その他の資産（負債控除後） － 68,931,273 2.84 

合計（純資産総額） － 2,427,331,261 100.00 

(注)投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。 

１．この投資信託説明書（交付目論見書）により行う「日本株マーケット・ニュートラル」の受益証

券の募集については、委託会社は証券取引法（昭和 23 年法第 25 号）第５条の規定に基づく有価

証券届出書を平成 17 年 7 月 20 日に関東財務局長に提出しており、平成 17 年 8月 5日にその届出

の効力が生じております。また、同法第 7 条の規定により有価証券届出書の訂正届出書を平成 17

年 8月 15 日、平成 17 年 10 月 11 日、平成 17 年 12 月 27 日および平成 18 年 1月 20 日に関東財務

局に提出しております。 

２．この投資信託説明書（交付目論見書）は、証券取引法第 13 条の規定にもとづく目論見書のうち、

同法第 15 条第 2項の規定に基づき、投資家がファンドを取得する際にあらかじめまたは同時に交

付される目論見書です。 

３．投資信託説明書（請求目論見書）は、証券取引法第 13 条の規定にもとづく目論見書のうち、同法

第 15 条第 3 項の規定に基づき、投資家の請求により交付される目論見書です。なお、請求目論見

書をご請求された場合は、投資家の皆様ご自身でその旨を記録されるようお願いいたします。 

４．「日本株マーケット・ニュートラル」の受益証券の価額は、同ファンドに組み入れられる有価証券

等の値動き、為替相場の変動等による影響を受けますが、これらの運用による損益はすべて投資

家の皆様に帰属いたします。当ファンドは元本が保証されているものではありません。 
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（参考） 

ジャパニーズ エクイティ マーケット ニュートラル マザーファンド 
平成 17 年 11 月末日現在 

資産の種類 国名 時価合計(円) 投資比率(％) 

株式 日本 1,621,619,400 70.86 

現金・預金・その他の資産（負債控除後） － 666,802,583 29.14 

合計（純資産総額） － 2,288,421,983 100.00 

(注)投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。 
 

りそな・短期金融資産マザーファンド 
平成 17 年 11 月末日現在 

資産の種類 国名 時価合計(円) 投資比率(％) 

国債証券 日本 49,999,810 71.40 

現金・預金・その他の資産（負債控除後） － 20,030,696 28.60 

合計（純資産総額） － 70,030,506 100.00 

(注)投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。 

(2) 投資資産 

① 投資有価証券の主要銘柄 

平成 17 年 11 月末日現在 

順位 
国／

地域 
種類 銘柄名 

数量 

（口） 

帳簿価額

単価（円）

帳簿価額 

金額（円） 

評価額 

単価（円） 

評価額 

金額（円） 

投資 

比率

（％） 

1 
ケイ

マン 
投資証券 

ジャパニーズ エクイテ
ィ マーケット ニュー
トラル マザーファンド

210,000 11,141 2,339,610,000 10,897 2,288,370,000 94.28 

2 日本 
親投資信託

受益証券 
りそな・短期金融資産

マザーファンド 
70,022,986 10,001 70,029,988 10,001 70,029,988 2.89 

＊全 2 銘柄 

＊投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する各銘柄の評価額の金額の比率をいいます。 

＊投資証券、親投資信託受益証券の数量は、所有口数を表示しております。 

＊りそな・短期金融資産マザーファンドの単価は、1 万口当りの価額です。 

② 投資不動産物件 

該当事項はございません。 

③ その他投資資産の主要なもの 

該当事項はございません。 

（参考）ジャパニーズ エクイティ マーケット ニュートラル マザーファンドの投資資産 

①投資有価証券の主要銘柄 

平成 17 年 11 月末日現在 
帳簿金額 時価評価額 

順 
位 

国／ 
地域 

種類 銘柄名 業種 
数量 
(株) 

単価 
(円) 

金額 
(円) 

単価 
(円) 

金額 
(円) 

投資 
比率 
(％) 

1 日本 株式 トヨタ自動車 輸送用機器 9,600 4,177.99 40,108,685 5,990 57,504,000 2.51 

2 日本 株式 エヌ・ティ・ティ・ドコモ 情報・通信業 209 184,056.68 38,467,847 191,000 39,919,000 1.74 

3 日本 株式 キヤノン 電気機器 5,700 5,550.37 31,637,081 6,800 38,760,000 1.69 

4 日本 株式 みずほフィナンシャルグループ 銀行業 42 801,521.88 33,663,919 858,000 36,036,000 1.57 

5 日本 株式 三菱商事 卸売業 13,100 1,360.73 17,825,603 2,445 32,029,500 1.40 

6 日本 株式 日産自動車 輸送用機器 24,800 1,123.04 27,851,281 1,252 31,049,600 1.36 

7 日本 株式 大和証券グループ本社 
証券、商品先

物取引業 
24,000 655.92 15,742,077 1,215 29,160,000 1.27 

8 日本 株式 ＫＤＤＩ 情報・通信業 43 532,627.79 22,902,995 643,000 27,649,000 1.21 

9 日本 株式 本田技研工業 輸送用機器 3,700 5,425.01 20,072,539 6,800 25,160,000 1.10 

10 日本 株式 日本電信電話 情報・通信業 45 448,081.62 20,163,673 557,000 25,065,000 1.10 

11 日本 株式 オリックス その他金融業 900 18,597.13 16,737,418 26,180 23,562,000 1.03 

12 日本 株式 東日本旅客鉄道 陸運業 30 581,468.57 17,444,057 759,000 22,770,000 1.00 

13 日本 株式 伊藤忠商事 卸売業 26,000 520.30 13,527,887 868 22,568,000 0.99 

14 日本 株式 住友信託銀行 銀行業 22,000 764.70 16,823,497 1,003 22,066,000 0.96 

15 日本 株式 スタンレー電気 電気機器 11,000 1,735.44 19,089,842 1,980 21,780,000 0.95 

16 日本 株式 小松製作所 機械 13,000 1,076.09 13,989,186 1,639 21,307,000 0.93 

17 日本 株式 アルプス電気 電気機器 10,800 1,663.49 17,965,638 1,940 20,952,000 0.92 

18 日本 株式 リコー 電気機器 10,000 1,869.78 18,697,778 2,085 20,850,000 0.91 

19 日本 株式 三菱マテリアル 非鉄金属 43,000 275.46 11,844,787 484 20,812,000 0.91 
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帳簿金額 時価評価額 
順 
位 

国／ 
地域 

種類 銘柄名 業種 
数量 
(株) 単価 

(円) 
金額 
(円) 

単価 
(円) 

金額 
(円) 

投資 
比率 
(％) 

20 日本 株式 ユー・エス・エス サービス業 2,700 7,480.87 20,198,341 7,650 20,655,000 0.90 

21 日本 株式 ジェイエフイーホールディングス 鉄鋼 5,300 3,191.55 16,915,200 3,800 20,140,000 0.88 

22 日本 株式 ヤマハ発動機 輸送用機器 7,000 2,173.76 15,216,290 2,605 18,235,000 0.80 

23 日本 株式 コニカミノルタホールディングス 電気機器 15,000 991.34 14,870,121 1,143 17,145,000 0.75 

24 日本 株式 昭和電工 化学 41,000 300.78 12,331,788 403 16,523,000 0.72 

25 日本 株式 いすゞ自動車え 輸送用機器 35,000 381.72 13,360,246 462 16,170,000 0.71 

26 日本 株式 商船三井 海運業 17,000 646.84 10,996,303 888 15,096,000 0.66 

27 日本 株式 アサヒビール 食料品 10,500 1,372.40 14,410,160 1,406 14,763,000 0.65 

28 日本 株式 アイフル その他金融業 1,600 9,000.67 14,401,073 9,170 14,672,000 0.64 

29 日本 株式 新日本製鐵 鉄鋼 35,000 253.64 8,877,505 406 14,210,000 0.62 

30 日本 株式 ＮＴＮ 機械 16,000 682.67 10,922,787 837 13,392,000 0.59 

＊上位 30 銘柄 

＊投資比率は、外国ファンドの純資産総額に対する各銘柄の時価評価額比率をいいます。 

種類別及び業種別投資比率 

 種類 地域 業種 
投資比率

(％) 
 種類 地域 業種 

投資比率 

(％) 

1 株式 日本 電気機器 11.75 17 株式 日本 建設業 1.54 

2 株式 日本 輸送用機器 7.40 18 株式 日本 非鉄金属 1.45 

3 株式 日本 銀行業 5.83 19 株式 日本 その他製品 1.06 

4 株式 日本 情報・通信業 5.59 20 株式 日本 海運業 0.95 

5 株式 日本 卸売業 5.22 21 株式 日本 繊維製品 0.93 

6 株式 日本 機械 4.35 22 株式 日本 石油・石炭製品 0.84 

7 株式 日本 その他金融業 2.62 23 株式 日本 精密機器 0.46 

8 株式 日本 食料品 2.36 24 株式 日本 倉庫・運輸関連業 0.31 

9 株式 日本 証券、商品先物取引業 2.30 25 株式 日本 医薬品 0.31 

10 株式 日本 電気・ガス業 2.26 26 株式 日本 金属製品 0.30 

11 株式 日本 サービス業 2.20 27 株式 日本 水産・農林業 0.25 

12 株式 日本 鉄鋼 2.14 28 株式 日本 ゴム製品 0.23 

13 株式 日本 小売業 2.09 29 株式 日本 保険業 0.21 

14 株式 日本 化学 1.97 30 株式 日本 ガラス・土石製品 0.21 

15 株式 日本 不動産業 1.89 31 株式 日本 パルプ・紙 0.04 

16 株式 日本 陸運業 1.83 合計 70.86 

＊投資比率は、外国ファンドの純資産総額に対する各業種の時価評価額比率をいいます。 

②投資不動産物件 

該当事項はございません。 

③その他投資資産の主要なもの 

該当事項はございません。 

（参考）りそな・短期金融資産マザーファンドの投資資産 

①投資有価証券の主要銘柄 

平成 17 年 11 月末日現在 

順 
位 

国
／ 
地
域 

種類 銘柄名 
券面総額

 
(米ドル)

帳簿価額 
単価 
(円) 

帳簿価額 
金額 
(円) 

評価額
単価 
(円) 

評価額 
金額 
(円) 

利率 
 

(％) 
償還期限 

投資 
比率 
(％) 

1 
日

本 
国債証券 第355回政府短期証券 50,000,000 99.99 49,999,810 99.99 49,999,810 － 2005/12/26 71.40 

＊全 1 銘柄 
＊投資比率は、ファンドの純資産総額に対する各銘柄の評価額の金額の比率をいいます。 

種類別投資比率 

地域 種類 投資比率（％） 

日本 国債証券 71.40

合計 71.40

＊投資比率はファンドの純資産総額に対する時価評価額比率をいいます。 

②投資不動産物件 

該当事項はございません。 

③その他投資資産の主要なもの 

該当事項はございません。 
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(3) 運用実績 

① 純資産の推移 

平成 17 年 11 月末日（直近日）現在、同日前 1 年以内における各月末およびファンド設定時からの各計算期

間末におけるファンドの純資産総額および基準価額（1万口当りの純資産額）の推移は次の通りです。 
純資産総額（百万円） 基準価額（円）  

（分配落） （分配付） （分配落） （分配付） 

第1期末（平成14年10月21日） 14,053 14,053 10,006 10,006 

第2期末（平成15年4月21日） 12,351 12,351 9,782 9,782 

第3期末（平成15年10月20日） 9,219 9,219 9,705 9,705 

第4期末（平成16年4月20日） 6,011 6,011 10,094 10,094 

第5期末（平成16年10月20日） 3,544 3,544 10,315 10,315 

第6期末（平成17年4月20日） 2,822 2,891 10,200 10,450 

第7期末（平成17年10月20日） 2,535 2,598 10,148 10,398 

平成16年11月末日 3,413 － 10,278 － 

12月末日 3,304 － 10,354 － 

平成17年 1月末日 3,173 － 10,397 － 

2月末日 3,123 － 10,462 － 

3月末日 2,968 － 10,438 － 

4月末日 2,873 － 10,209 － 

5月末日 2,847 － 10,257 － 

6月末日 2,801 － 10,326 － 

7月末日 2,795 － 10,357 － 

8月末日 2,605 － 10,320 － 

9月末日 2,652 － 10,490 － 

10月末日 2,539 － 10,047 － 

11月末日（直近日） 2,427 － 9,928 － 

② 分配の推移 
計算期間 1 万口当り分配金（円） 

第1期計算期間（H14.4.12～H14.10.21） 0 

第2期計算期間（H14.10.22～H15.4.21） 0 

第3期計算期間（H15.4.22～H15.10.20） 0 

第4期計算期間（H15.10.21～H16.4.20） 0 

第5期計算期間（H16.4.21～H16.10.20） 0 

第6期計算期間（H16.10.21～H17.4.20） 250 

第7期計算期間（H17.4.21～H17.10.20） 250 

③ 収益率の推移 
計算期間 収益率（％） 

第1期計算期間（H14.4.12～H14.10.21） 0.1 

第2期計算期間（H14.10.22～H15.4.21） ▲2.2 

第3期計算期間（H15.4.22～H15.10.20） ▲0.8 

第4期計算期間（H15.10.21～H16.4.20） 4.0 

第5期計算期間（H16.4.21～H16.10.20） 2.1 

第6期計算期間（H16.10.21～H17.4.20） 1.3 

第7期計算期間（H17.4.21～H17.10.20） 1.9 

（注）収益率の算出方法： 

計算期間末の基準価額（分配付の額）から当該計算期間の直前の計算期間末の基準価額（分配落の額。

以下「前期末基準価額」といいます。）を控除した額を、前期末基準価額で除して 100 を乗じた数値です。 
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第２ 財務ハイライト情報（以下の内容に改訂します。）・・・・・・・・・・・・・・・（原交付目論見書 P33～35） 

当ファンドの財務諸表は「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 38 年大蔵省令第 59 号）な

らびに同規則第 2 条の 2 の規定により「投資信託財産の貸借対照表、損益及び剰余金計算書、附属明細表並びに運

用報告書に関する規則」（平成 12 年総理府令第 133 号）（以下「投資信託財産計算規則」という）に基づいて作成し

ております。 

なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。 

また、ここに表示する財務諸表（貸借対照表および損益および剰余金計算書）は、「第三部ファンドの詳細情報 第

４ファンドの経理状況」（投資信託説明書（請求目論見書））から抜粋して記載しております。 

 

当ファンドは証券取引法第 193 条の 2 の規定に基づき、第 6 期計算期間（平成 16 年 10 月 21 日から平成 17 年 4

月 20 日まで）及び第 7期計算期間（平成 17 年 4月 21 日から平成 17 年 10 月 20 日まで）の財務諸表については、

新日本監査法人による監査を受けております。 

  

日本株マーケット・ニュートラル 

  

１ 貸借対照表  

 （単位：円） 

第6期 第7期 

（平成17年4月20日現在） （平成17年10月20日現在） 

期 別 

 

科 目 金          額 金          額 

 資    産    の    部  

Ⅰ  流動資産  

      コール・ローン 156,352,944 127,288,267 

      投資証券 2,684,890,000 2,417,597,000 

      親投資信託受益証券 90,029,989 70,029,988 

      未収利息 4 3 

          流動資産合計 2,931,272,937 2,614,915,258 

資   産   合   計 2,931,272,937 2,614,915,258 

 負    債    の    部   

Ⅰ  流動負債  

      未払収益分配金 69,169,035 62,465,845 

      未払解約金 27,473,948 6,158,951 

      未払受託者報酬 849,272 724,828 

      未払委託者報酬 11,550,066 9,857,625 

      その他未払費用 84,870 72,416 

         流動負債合計 109,127,191 79,279,665 

負   債   合   計 109,127,191 79,279,665 

 純   資   産   の   部  

Ⅰ  元本  

      元本 2,766,761,417 2,498,633,825 

Ⅱ  剰余金   

      期末剰余金 55,384,329 37,001,768 

      （分配準備積立金） (64,476,187) (36,996,226) 

純  資  産  合  計 2,822,145,746 2,535,635,593 

負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,931,272,937 2,614,915,258 
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２ 損益及び剰余金計算書 

（単位：円） 

第6期 第7期 

自 平成16年10月21日 自 平成17年 4月21日 

至 平成17年 4月20日 至 平成17年10月20日 

期   別

 

 

科   目 金         額 金         額 

 経常損益の部   

    営業損益の部   

  Ⅰ  営業収益   

      受取利息 247 379  

      有価証券売買等損益 54,427,998 64,406,999  

      営業収益合計 54,428,245 64,407,378  

  Ⅱ  営業費用   

      受託者報酬 849,272 724,828  

      委託者報酬 11,550,066 9,857,625  

      その他費用 125,970 72,416  

      営業費用合計 12,525,308 10,654,869  

    営業利益 41,902,937 53,752,509  

    経常利益 41,902,937 53,752,509  

    当期純利益 41,902,937 53,752,509  

  Ⅲ  一部解約に伴う当期純利益分配額 4,719,551 7,008,101  

  Ⅳ  期首剰余金 108,347,317 55,384,329  

  Ⅴ  剰余金増加額 780,257 8,285,655  

     （当期追加信託に伴う剰余金増加額） (780,257 ) (8,285,655 ) 

  Ⅵ  剰余金減少額 21,757,596 10,946,779  

     （当期一部解約に伴う剰余金減少額） (21,757,596 ) (10,946,779 ) 

  Ⅶ  分配金 69,169,035 62,465,845  

  Ⅷ  期末剰余金 55,384,329 37,001,768  

 

重要な会計方針 

期別 

項目 

第 6期 

自 平成 16 年 10 月 21 日 

至 平成 17 年 4 月 20 日 

第 7期 

自 平成 17 年 4 月 21 日 

至 平成 17 年 10 月 20 日 

１．有価証券の評価基準

及び評価方法 

  投資証券、投資信託受益証券は、移動平

均法に基づき時価で評価しております｡時

価評価にあたっては､投資証券は一口当り

純資産額、投資信託受益証券は基準価額に

基づいて評価しております。 

同        左 

２．収益及び費用の計上

基準 

有価証券売買等損益の計上基準 

  約定日基準で計上しております。 

同        左 

 

原交付目論見書の「第一部 証券情報 (12) その他 ④ 委託会社のお問合せ先（原交付目論見書 3 ページ）」、

「第二部 ファンド情報 第 1 ファンドの状況 4 手数料等及び税金 (1) 申込手数料（原交付目論見書 20 ペー

ジ）」および「第二部 ファンド情報 第 1 ファンドの状況 6 手続等の概要 (1) 申込（販売）手続等（原交付

目論見書 28 ページ）」内のお問い合わせ先の図が、以下の通り更新訂正されます。以下は訂正後の内容のみ記載

しております。 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

お問い合わせ先

ソシエテジェネラルアセットマネジメント株式会社

フリーダイヤル： ０１２０－４９８－１０４

受付は土・日曜日、祝日を除く午前9時から午後5時（証券取引所の半休日は午前9時から正午）

ホームページアドレス： http://www.sgam.co.jp/

お問い合わせ先

ソシエテジェネラルアセットマネジメント株式会社

フリーダイヤル： ０１２０－４９８－１０４

受付は土・日曜日、祝日を除く午前9時から午後5時（証券取引所の半休日は午前9時から正午）

ホームページアドレス： http://www.sgam.co.jp/



 1

 

 
平成 18 年 1 月 20 日作成 

ソシエテジェネラルアセットマネジメント株式会社 

日本株マーケット・ニュートラル  
（愛称： ニ ュート ロン（ NEUTRON））  

投資信託説明書（請求目論見書）の訂正部分  

■ 当ファンドは、投資信託証券への投資を通して、実質的にわが国の株式など値動きのある有価証券等

に投資しますので、基準価額は変動します。これにより当ファンドの基準価額が下落し、損失を被る

ことがあります。 
■ 当ファンドは、投資家の皆様の投資元本および収益が保証されているものではありません。 
■ 運用により信託財産に生じた損益はすべて投資家の皆様に帰属します。 
■ 当ファンドは、預金保険機構あるいは保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。 
■ ロンドンまたはダブリン（アイルランド）もしくはパリの銀行休業日にあたる場合は、ご購入の申込

みおよびご換金の申込みの受付を行ないませんのでご留意下さい。 

 

 

 

 

 

 

平成 18 年 1月 20 日に有価証券届出書の訂正届出書を提出したことに伴い、投資信託説明書（請求目論見書）

2005 年 8 月（以下「原請求目論見書」といいます。）の記載内容のうち、一部について新しい内容に改めます。 

【訂正箇所および訂正後の内容】 

第４ ファンドの経理状況（以下の内容に改訂します）・・・・・・・・・・・・・・・・（原請求目論見書 P9～26） 

 

当ファンドの財務諸表は「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 38 年大蔵省令第 59 号）な

らびに同規則第 2 条の 2 の規定により「投資信託財産の貸借対照表、損益及び剰余金計算書、附属明細表並びに運

用報告書に関する規則」（平成 12 年総理府令第 133 号）（以下「投資信託財産計算規則」という）に基づいて作成し

ております。 

なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。 

 

当ファンドは証券取引法第 193 条の 2 の規定に基づき、第 6 期計算期間（平成 16 年 10 月 21 日から平成 17 年 4

月 20 日まで）及び第 7期計算期間（平成 17 年 4月 21 日から平成 17 年 10 月 20 日まで）の財務諸表については、

新日本監査法人による監査を受けております。 

 

 

１．この投資信託説明書（請求目論見書）により行う「日本株マーケット・ニュートラル」の受益証券

の募集については、委託会社は証券取引法（昭和 23 年法第 25 号）第５条の規定に基づく有価証券

届出書を平成 17 年 7 月 20 日に関東財務局長に提出しており、平成 17 年 8 月 5 日にその届出の効

力が生じております。また、同法第 7 条の規定により有価証券届出書の訂正届出書を平成 17 年 8

月 15 日、平成 17 年 10 月 11 日、平成 17 年 12 月 27 日および平成 18 年 1 月 20 日に関東財務局に

提出しております。 

２．投資信託説明書（請求目論見書）は、証券取引法第 13 条の規定にもとづく目論見書のうち、同法

第 15 条第 3 項の規定に基づき、投資家の請求により交付される目論見書です。なお、請求目論見

書をご請求された場合は、投資家の皆様ご自身でその旨を記録されるようお願いいたします。 

３．「日本株マーケット・ニュートラル」の受益証券の価額は、同ファンドに組み入れられる有価証券

等の値動き、為替相場の変動等による影響を受けますが、これらの運用による損益はすべて投資家

の皆様に帰属いたします。当ファンドは元本が保証されているものではありません。 
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１ 財務諸表 

日本株マーケット・ニュートラル 

  

(1) 貸借対照表  

 （単位：円） 

第6期 第7期 

（平成17年4月20日現在） （平成17年10月20日現在） 

期 別 

 

科 目 金          額 金          額 

 資    産    の    部  

Ⅰ  流動資産  

      コール・ローン 156,352,944 127,288,267 

      投資証券 2,684,890,000 2,417,597,000 

      親投資信託受益証券 90,029,989 70,029,988 

      未収利息 4 3 

          流動資産合計 2,931,272,937 2,614,915,258 

資   産   合   計 2,931,272,937 2,614,915,258 

 負    債    の    部   

Ⅰ  流動負債  

      未払収益分配金 69,169,035 62,465,845 

      未払解約金 27,473,948 6,158,951 

      未払受託者報酬 849,272 724,828 

      未払委託者報酬 11,550,066 9,857,625 

      その他未払費用 84,870 72,416 

         流動負債合計 109,127,191 79,279,665 

負   債   合   計 109,127,191 79,279,665 

 純   資   産   の   部  

Ⅰ  元本  

      元本 2,766,761,417 2,498,633,825 

Ⅱ  剰余金   

      期末剰余金 55,384,329 37,001,768 

      （分配準備積立金） (64,476,187) (36,996,226) 

純  資  産  合  計 2,822,145,746 2,535,635,593 

負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,931,272,937 2,614,915,258 
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(2) 損益及び剰余金計算書 

（単位：円） 

第6期 第7期 

自 平成16年10月21日 自 平成17年 4月21日 

至 平成17年 4月20日 至 平成17年10月20日 

期   別

 

 

科   目 金         額 金         額 

 経常損益の部   

    営業損益の部   

  Ⅰ  営業収益   

      受取利息 247 379  

      有価証券売買等損益 54,427,998 64,406,999  

      営業収益合計 54,428,245 64,407,378  

  Ⅱ  営業費用   

      受託者報酬 849,272 724,828  

      委託者報酬 11,550,066 9,857,625  

      その他費用 125,970 72,416  

      営業費用合計 12,525,308 10,654,869  

    営業利益 41,902,937 53,752,509  

    経常利益 41,902,937 53,752,509  

    当期純利益 41,902,937 53,752,509  

  Ⅲ  一部解約に伴う当期純利益分配額 4,719,551 7,008,101  

  Ⅳ  期首剰余金 108,347,317 55,384,329  

  Ⅴ  剰余金増加額 780,257 8,285,655  

     （当期追加信託に伴う剰余金増加額） (780,257 ) (8,285,655 ) 

  Ⅵ  剰余金減少額 21,757,596 10,946,779  

     （当期一部解約に伴う剰余金減少額） (21,757,596 ) (10,946,779 ) 

  Ⅶ  分配金 69,169,035 62,465,845  

  Ⅷ  期末剰余金 55,384,329 37,001,768  

 

重要な会計方針 

期別 

項目 

第 6期 

自 平成 16 年 10 月 21 日 

至 平成 17 年 4 月 20 日 

第 7期 

自 平成 17 年 4 月 21 日 

至 平成 17 年 10 月 20 日 

１．有価証券の評価基準

及び評価方法 

  投資証券、投資信託受益証券は、移動平

均法に基づき時価で評価しております｡時

価評価にあたっては､投資証券は一口当り

純資産額、投資信託受益証券は基準価額に

基づいて評価しております。 

同        左 

２．収益及び費用の計上

基準 

有価証券売買等損益の計上基準 

  約定日基準で計上しております。 

同        左 

 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

第 6期 

（平成 17 年 4 月 20 日現在） 

第 7期 

（平成 17 年 10 月 20 日現在） 

  

１．信託財産に係る期首元本額、期中追加設定元本額

及び期中一部解約元本額 

１．信託財産に係る期首元本額、期中追加設定元本額

及び期中一部解約元本額 

期首元本額 3,436,043,873 円 期首元本額 2,766,761,417 円 

期中追加設定元本額 20,298,250 円 期中追加設定元本額 266,454,366 円 

期中一部解約元本額 689,580,706 円 期中一部解約元本額 534,581,958 円 
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（損益及び剰余金計算書関係） 

第6期 
 自 平成16年10月21日 
 至 平成17年 4月20日 

第7期 
 自 平成17年 4月21日 
 至 平成17年10月20日 

１．受託会社との取引高 １．受託会社との取引高 

営業取引（受託者報酬） 849,272 円 営業取引（受託者報酬） 724,828 円 

  

２．分配金の計算過程 ２．分配金の計算過程 
計算期間末における分配対象金額 133,645,222 円（一万

口当たり 483 円）のうち、69,169,035 円（一万口当たり 250

円）を分配金額としております。 
項  目   

費用控除後の配当等収益額 A 2,890 円

費用控除後・繰越欠損金補てん後

の有価証券売買等損益 B 37,180,496 円

収益調整金額 C            - 円
分配準備積立金 D 96,461,836 円

当ファンドの分配対象収益額 E=A+B+C+D 133,645,222 円

当ファンドの期末残存口数 F 2,766,761,417 口

一万口当たりの収益分配対象額 G=E/F×10,000 483 円

一万口当たりの分配額 H 250 円

収益分配金金額 I=F×H/10,000 69,169,035 円 

計算期間末における分配対象金額 101,024,119 円（一万

口当たり 404 円）のうち、62,465,845 円（一万口当たり 250

円）を分配金額としております。 
項  目   

費用控除後の配当等収益額 A 961 円 
費用控除後・繰越欠損金補てん後

の有価証券売買等損益 B 46,743,447 円 

収益調整金額 C     1,562,048 円 
分配準備積立金 D 52,717,663 円 
当ファンドの分配対象収益額 E=A+B+C+D 101,024,119 円 
当ファンドの期末残存口数 F 2,498,633,825 口 
一万口当たりの収益分配対象額 G=E/F×10,000 404 円 
一万口当たりの分配額 H 250 円 
収益分配金金額 I=F×H/10,000 62,465,845 円  

 

（有価証券関係） 

1.売買目的有価証券の貸借対照表計上額及び時価 

   第 6 期  （自  平成 16 年 10 月 21 日     至   平成 17 年 4 月 20 日） 

（単位：円） 

種類 貸借対照表計上額 当期計算期間の損益 

に含まれた評価差額 

投資証券 2,684,890,000 47,177,000 

親投資信託受益証券 90,029,989 △ 1 

合計 2,774,919,989 47,176,999 

 

   第 7 期  （自  平成 17 年 4月 21 日     至   平成 17 年 10 月 20 日） 

（単位：円） 

種類 貸借対照表計上額 当期計算期間の損益 

に含まれた評価差額 

投資証券 2,417,597,000 58,807,000 

親投資信託受益証券 70,029,988 △ 1 

合計 2,487,626,988 58,806,999 

 

（デリバティブ取引関係） 

   第 6 期  （自  平成 16 年 10 月 21 日     至   平成 17 年 4 月 20 日） 

該当事項はありません。 

 

   第 7 期  （自  平成 17 年 4月 21 日     至   平成 17 年 10 月 20 日） 

該当事項はありません。 

 

（一口当たり情報） 

種類 第6期 

 (平成17年4月20日現在) 

第7期 

 (平成17年10月20日現在) 

一口当たり純資産額 1.0200円 1.0148円 
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（重要な後発事象） 

   第 6 期  （自  平成 16 年 10 月 21 日     至   平成 17 年 4 月 20 日） 

該当事項はありません。 

 

   第 7 期  （自  平成 17 年 4月 21 日     至   平成 17 年 10 月 20 日） 

該当事項はありません。 

 

(3) 附属明細表 

   ①有価証券明細表 

      1）株式 

         該当事項はありません。 

 

      2）株式以外の有価証券 

 

投資証券組入明細表 

（平成17年10月20日現在） 

組入口数 評価額 
投資信託受益証券 

（単位：口） 金額（単位：円） 

ジャパニーズ エクイティ マーケット 

ニュートラル マザーファンド 
217,000 2,417,597,000 

合計 217,000 2,417,597,000 

 

親投資信託受益証券組入明細表 

（平成17年10月20日現在） 

組入口数 評価額 
親投資信託受益証券 

（単位：口） 金額（単位：円） 

りそな・短期金融資産マザーファンド 70,022,986 70,029,988 

合計 70,022,986 70,029,988 

 

   ②有価証券先物取引等及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表 

該当事項はありません。 
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（参考 1） 

  日本株マーケット・ニュートラルは、ソシエテ ジェネラルアセットマネジメントオルタナティブインベストメン

ツ社の設定、運用する投資証券「ジャパニーズ  エクイティ マーケット ニュートラル マザーファンド」を主

要投資対象としており、当ファンドの貸借対照表の資産の部に計上された「投資証券」は「ジャパニーズ エクイ

ティ マーケット ニュートラル マザーファンド」の投資証券であります。 

 

 同投資証券の状況は次の通りであります。 

 なお、以下に記載した情報は監査対象外であります。 

 

  「ジャパニーズ エクイティ マーケット ニュートラル マザーファンド」の状況 

 

（イ）貸借対照表 

 （平成16年10月18日現在） （平成17年4月18日現在） 

 科    目 金   額       （円） 金   額       （円） 

 資    産  

   株式簿価金額 2,070,954,448 1,920,615,237 

   株式評価損益 71,704,273 172,010,269 

   現金 2,813,282,757 2,452,665,550 

   未収入金 － 13,961,123 

   未収利息 △676 △11,236 

   未収配当金 2,609,362 541,235 

 資   産   合   計 4,958,550,164 4,559,782,178 

 負    債  

   未払金 130,776,000 9,361,548 

   未払解約金 － 55,570,000 

   株式空売証券 2,125,850,681 2,067,613,466 

   未払投資顧問報酬 10,885,967 5,278,689 

   未払監査費用 1,840,365 1,166,813 

   未払管理事務代行報酬 1,149,098 401,536 

   未払保管報酬 2,579,586 2,508,128 

   その他未払費用 550,037 327,169 

 負   債   合   計 2,273,631,734 2,142,227,349 

 元   本 2,470,000,000 2,170,000,000 

 純資産合計 2,684,918,430 2,417,554,829 

負債・純資産合計 4,958,550,164 4,559,782,178 

注）株式評価損益には株式空売証券の評価損益を含んでおります。
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重要な会計方針 
対象年月日 

項目 

自 平成 16年 10 月 19 日 

至 平成 17 年 4 月 18 日 

自 平成 17年  4 月 19 日 

至 平成 17年 10 月 18 日 

１．有価証券の評価

基準及び評価方法 

  株式は先入先出法に基づき、以下のとおり原則とし

て時価で評価しております。 

  証券取引所に上場されている有価証券等は、原則と

して証券取引所における計算期間末日の最終相場又

は清算値段で評価しております。 

  計算期間末日に当該証券取引所の最終相場等がな

い場合には、当該証券取引所における直近の日の最終

相場等で評価しておりますが、直近の日の最終相場等

によることが適当でないと認められた場合は、当該証

券取引所における計算期間末日又は直近の日の気配

相場で評価しております。 

同        左 

２．派生商品の評価

基準及び評価方法 

  派生商品は、原則として個別法に基づき時価で評価

しております。 

同        左 

３．収益及び費用の

計上基準 

(1) 受取配当金の計上基準 

受取配当金は、原則として株式の配当落ち日にお

いて、その金額が確定しているものについては当該

金額、未だ確定していない場合には予想配当金額の

90％を計上し、残額については入金時に計上してお

ります。 

(1) 受取配当金の計上基準 

同        左 

 (2) 有価証券売買等損益、派生商品取引等損益の計上

基準 

約定日基準で計上しております。 

(2) 有価証券売買等損益、派生商品取引等損益の計上

基準 

同        左 

 (3) その他 

貸借対照表は資産の管理会社であるダイワ・セキ

ュリティーズ・トラスト・アンド・バンキング（ヨ

ーロッパ）・ピーエルシーが作成する財務諸表に基

づいて作成しております。 

(3) その他 

同        左 

 

注記事項 

（貸借対照表関係） 

 (平成17年4月18日現在) (平成17年10月18日現在) 

   

１．本有価証券報告書における開示対象ファンド 

の期首における当該投資証券の元本額 3,200,000,000

 

円 2,470,000,000 

 

円 

    同期中における追加発行元本額 － 円 － 円 

    同期中における払戻し元本額 730,000,000 円 300,000,000 円 

   

    同期末における元本の内訳   

    ファンド名 日本株マーケット・ニュートラル 247,000 口 217,000 口 

 計 247,000 口 217,000 口 

   

 

（一口当たり情報） 

前期 当期  

(平成17年4月18日現在) (平成17年10月18日現在) 

一口当たり純資産額 10,870円 11,141円 
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（ロ）附属明細表 

   (1) 有価証券明細表 

      ① 株式 
種類 銘柄 株数 評価額単価（円） 評価額金額（円） 備考 

株券 国際石油開発            9 781,000 7,029,000  

 大林組               18,000 747 13,446,000  

 鹿島建設              21,000 531 11,151,000  

 ＮＩＰＰＯコーポレーション    3000 828 2,484,000  

 大和ハウス工業           9,000 1,463 13,167,000  

 積水ハウス             10,000 1,347 13,470,000  

 コミューチュア           12,000 1,026 12,312,000  

 雪印乳業              27,000 498 13,446,000  

 森永乳業              17000 432 7,344,000  

 ＮＥＣフィールディング       1300 1,987 2,583,100  

 アサヒビール            13,100 1,478 19,361,800  

 キリンビバレッジ          3,400 2,410 8,194,000  

 双日                20,100 620 12,462,000  

 キッコーマン            8,000 1,052 8,416,000  

 味の素               9,000 1,161 10,449,000  

 キユーピー             8,900 1,045 9,300,500  

 加ト吉               5,000 743 3,715,000  

 東洋水産              5,000 1,857 9,285,000  

 日本たばこ産業           6 1,710,000 10,260,000  

 東洋紡績              32,000 278 8,896,000  

 ＪＦＥ商事ホールディングス     23,000 551 12,673,000  

 東レ                10,000 610 6,100,000  

 三菱レイヨン            20,000 511 10,220,000  

 旭化成               14,000 587 8,218,000  

 大王製紙              1,000 871 871,000  

 昭和電工              27,000 358 9,666,000  

 クレハ               18,000 553 9,954,000  

 東ソー               16,000 476 7,616,000  

 セントラル硝子           12,000 621 7,452,000  

 信越化学工業            100 5,000 500,000  

 日本触媒              9000 1,110 9,990,000  

 武田薬品工業            5,600 6,490 36,344,000  

 アステラス製薬           3,700 4,420 16,354,000  

 大日本住友製薬           10,000 1,240 12,400,000  

 日本ペイント            26000 413 10,738,000  

 大日本インキ化学工業        20,000 334 6,680,000  

 ユー・エス・エス          3,240 7,900 25,596,000  

 伊藤忠テクノサイエンス       2,600 4,220 10,972,000  

 カルチュア・コンビニエンス・クラブ 3,100 3,420 10,602,000  

 コニカミノルタホールディングス   10,500 978 10,269,000  

 新日鉱ホールディングス       4500 819 3,685,500  

 ブリヂストン            4,000 2,375 9,500,000  

 旭硝子               4,000 1,216 4,864,000  

 日本特殊陶業            8000 1,695 13,560,000  

 ニチアス              18000 635 11,430,000  

 新日本製鐵             68000 420 28,560,000  

 神戸製鋼所             1,000 334 334,000  

 ジェイエフイー ホールディングス  4,400 3,650 16,060,000  

 東京鐵鋼             2,000 528 1,056,000  

 三井金属鉱業            18000 610 10,980,000  

 三菱マテリアル           73,000 394 28,762,000  

 同和鉱業              6,000 875 5,250,000  

 リョービ              18,000 645 11,610,000  

 三和シヤッター工業         10,000 692 6,920,000  

 住生活グループ           500 1,908 954,000  

 オークマ ホールディングス     15,000 946 14,190,000  

 森精機製作所            7300 1,482 10,818,600  

 小松製作所             8,000 1,433 11,464,000  

 クボタ               19,000 761 14,459,000  

 ダイキン工業            3,700 2,925 10,822,500  

 ＳＡＮＫＹＯ            600 5,770 3,462,000  

 ブラザー工業            10,000 935 9,350,000  

 大和冷機工業            14,000 665 9,310,000  
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種類 銘柄 株数 評価額単価（円） 評価額金額（円） 備考 

 リケン               15,000 730 10,950,000  

 日本精工              17000 618 10,506,000  

 ＮＴＮ               10,000 679 6,790,000  

 三菱電機              26,000 696 18,096,000  

 オリジン電気            3,000 665 1,995,000  

 エネサーブ             2,700 2,385 6,439,500  

 マブチモーター           800 5,700 4,560,000  

 オムロン             5,000 2,690 13,450,000  

 沖電気工業             32,000 382 12,224,000  

 セイコーエプソン          3,000 2,875 8,625,000  

 日本無線              22,000 454 9,988,000  

 ケンウッド             49,000 220 10,780,000  

 アルプス電気            10,900 1,843 20,088,700  

 ホシデン              8,300 1,169 9,702,700  

 アルパイン             6,200 1,731 10,732,200  

 船井電機              1,000 9,380 9,380,000  

 キーエンス             500 27,280 13,640,000  

 新日本無線             10000 786 7,860,000  

 スタンレー電気           11,200 1,786 20,003,200  

 日本シイエムケイ          5,000 2,070 10,350,000  

 ローム               800 9,580 7,664,000  

 京セラ               1,900 7,460 14,174,000  

 日本インター            4300 772 3,319,600  

 松下電工              7,000 1,030 7,210,000  

 日産自動車             30,300 1,258 38,117,400  

 いすゞ自動車            38,000 450 17,100,000  

 トヨタ自動車            16,900 5,300 89,570,000  

 日産ディーゼル工業         3,000 608 1,824,000  

 日産車体              2,000 821 1,642,000  

 アイシン精機            3,400 3,360 11,424,000  

 マツダ               25,000 541 13,525,000  

 本田技研工業            5,000 6,700 33,500,000  

 ヤマハ発動機            5,000 2,355 11,775,000  

 小糸製作所             5,000 1,352 6,760,000  

 コーナン商事            4,800 1,765 8,472,000  

 島津製作所             4,000 805 3,220,000  

 キヤノン電子            1,000 3,510 3,510,000  

 キヤノン              7,400 6,100 45,140,000  

 リコー               13,000 1,887 24,531,000  

 シチズン時計            5,400 902 4,870,800  

 トミー               5,500 923 5,076,500  

 トミー               5,500 923 5,076,500  

 クリナップ             7,400 1,190 8,806,000  

 リンテック             5,300 1,804 9,561,200  

 伊藤忠商事             34,000 742 25,228,000  

 丸紅                20,000 520 10,400,000  

 長瀬産業             8000 1,337 10,696,000  

 豊田通商              5,000 2,065 10,325,000  

 三井物産              12,000 1,403 16,836,000  

 セイコー              16,000 590 9,440,000  

 住友商事              11,000 1,165 12,815,000  

 三菱商事              16,000 2,135 34,160,000  

 阪和興業              19,000 437 8,303,000  

 ニプロ               5,000 1,730 8,650,000  

 上新電機              20,000 629 12,580,000  

 青山商事              3,200 3,100 9,920,000  

 しまむら              1,200 12,450 14,940,000  

 ニッセン             7,300 1,440 10,512,000  

 新生銀行              8,000 664 5,312,000  

 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 58 1,390,000 80,620,000  

 りそなホールディングス       59 291,000 17,169,000  

 三井トラスト・ホールディングス   4000 1,475 5,900,000  

 札幌北洋ホールディングス      5 1,130,000 5,650,000  

 武蔵野銀行             1700 6,870 11,679,000  

 岩手銀行              1,200 7,530 9,036,000  

 十六銀行              16,000 713 11,408,000  
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種類 銘柄 株数 評価額単価（円） 評価額金額（円） 備考 

 八十二銀行             12,000 847 10,164,000  

 京都銀行              9,000 1,092 9,828,000  

 紀陽銀行              36,000 233 8,388,000  

 伊予銀行              10,000 1,029 10,290,000  

 住友信託銀行            37,000 915 33,855,000  

 みずほフィナンシャルグループ    5 724,000 3,620,000  

 京葉銀行              18,000 711 12,798,000  

 三洋電機クレジット        4,300 2,370 10,191,000  

 リコーリース            8,800 3,050 26,840,000  

 三洋信販              1,200 8,110 9,732,000  

 プロミス              250 7,570 1,892,500  

 ＵＦＪニコス            19,000 838 15,922,000  

 ジャックス             11,000 1,069 11,759,000  

 オリエントコーポレーション     23,000 480 11,040,000  

 オリックス             1,700 20,130 34,221,000  

 住商リース             2,600 4,890 12,714,000  

 大和証券グループ本社        40,000 847 33,880,000  

 野村ホールディングス        9,300 1,686 15,679,800  

 岡三ホールディングス       4,000 664 2,656,000  

 東洋証券              16,000 452 7,232,000  

 東海東京証券            22,000 409 8,998,000  

 水戸証券              18,000 552 9,936,000  

 損害保険ジャパン          5,000 1,479 7,395,000  

 住友不動産             2,000 1,699 3,398,000  

 ゴールドクレスト          1,530 7,300 11,169,000  

 東栄住宅              3,900 2,155 8,404,500  

 日本綜合地所            8,100 1,490 12,069,000  

 飯田産業              4,500 2,085 9,382,500  

 相模鉄道              24,000 353 8,472,000  

 東日本旅客鉄道           43 655,000 28,165,000  

 西日本旅客鉄道           32 416,000 13,312,000  

 日本梱包運輸倉庫          4000 1,369 5,476,000  

 セイノーホールディングス      8,000 1,020 8,160,000  

 日本郵船              15000 691 10,365,000  

 商船三井              30000 810 24,300,000  

 川崎汽船              3,000 725 2,175,000  

 日本航空              37,000 296 10,952,000  

 郵船航空サービス          100 4,200 420,000  

 日本電信電話            47 539,000 25,333,000  

 ＫＤＤＩ              63 649,000 40,887,000  

 エヌ・ティ・ティ・ドコモ      308 198,000 60,984,000  

 中国電力              1,100 2,240 2,464,000  

 九州電力              5,600 2,465 13,804,000  

 北海道電力             4,800 2,345 11,256,000  

 沖縄電力              200 5,890 1,178,000  

 電源開発              6,000 3,580 21,480,000  

 大阪瓦斯             29,000 400 11,600,000  

 光栄                3,600 2,925 10,530,000  

 東京ドーム             15,000 605 9,075,000  

 カプコン              8,600 1,145 9,847,000  

 日本管財              2400 2,920 7,008,000  

 セコム               2,500 5,690 14,225,000  

 ＣＳＫホールディングス       2,000 4,610 9,220,000  

 メイテック             2,800 3,740 10,472,000  

 富士ソフトＡＢＣ          2,000 3,090 6,180,000  

 大和工商リース           14,000 613 8,582,000  

 コナミ               1,500 2,385 3,577,500  

 ダイセキ              820 1,801 1,476,820  

 ミニストップ            4,300 2,255 9,696,500  

 ベルーナ              2,975 3,480 10,353,000  

 合  計  2,355,476,420  

     ② 株式以外の有価証券 

         該当事項はありません。 

   (2) 有価証券先物取引等及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表 

         該当事項はありません。 
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（参考 2） 

  日本株マーケット・ニュートラルは、「りそな・短期金融資産マザーファンド」の受益証券を主要投資対象としてお

り、当ファンドの貸借対照表の資産の部に計上された「親投資信託受益証券」は、全て同投資信託の受益証券です。 
 

 同投資信託の状況は次の通りです。 

 なお、以下に記載した情報は監査の対象外であります。 
 

  「りそな・短期金融資産マザーファンド」の状況 
 

（イ）貸借対照表 

 （平成17年4月20日現在） （平成17年10月20日現在） 

 科    目 金   額       （円） 金   額       （円） 

 資    産  

   コール・ローン 20,030,103 20,030,690 

   国債証券 69,999,440 49,999,605 

 資   産   合   計 90,029,543 70,030,295 

 負    債   

 負   債   合   計 － － 

 元   本 90,020,987 70,022,986 

 剰余金 8,556 7,309 

 純資産合計 90,029,543 70,030,295 

 負債・純資産合計 90,029,543 70,030,295 
 

重要な会計方針 
対象年月日 

項目 
自 平成 16 年 10 月 21 日 

至 平成 17 年 4 月 20 日 

自 平成 17 年 4 月 21 日 

至 平成 17 年 10 月 20 日 

国債証券は個別法に基づき、以下のとおり原則とし

て時価で評価しております。 

国債証券は個別法に基づき、以下のとおり原則とし

て時価で評価しております。 

１．有価証券の評価

基準及び評価方法 

(1) 証券取引所に上場されている有価証券等 

証券取引所に上場されている有価証券等は、原則

として証券取引所における計算期間末日の最終相

場又は清算値段で評価しております｡ 

計算期間末日に当該証券取引所の最終相場等が

ない場合には、当該証券取引所における直近の日の

最終相場等で評価しておりますが、直近の日の最終

相場等によることが適当でないと認められた場合

は、当該証券取引所における計算期間末日又は直近

の日の気配相場で評価しております。 

(1) 証券取引所に上場されている有価証券等 

同        左 

 (2) 証券取引所に上場されていない有価証券等 

当該有価証券等については、原則として日本証券

業協会発表の店頭基準気配値段、金融機関の提示す

る価額（ただし、売気配相場は使用しない）又は価

格提供会社の提供する価額のいずれかから入手し

た価額で評価しております。 

(2) 証券取引所に上場されていない有価証券等 

同        左 

 (3) 時価が入手できなかった有価証券等 

適正な評価額を入手できなかった場合、又は入手

した評価額が時価として認定できない事由が認め

られた場合は、投資信託委託業者が忠実義務に基づ

いて合理的事由をもって時価と認めた価額で、もし

くは受託者と協議のうえ両者が合理的事由をもっ

て時価と認めた価額で評価しております。 

(3) 時価が入手できなかった有価証券等 

同        左 

 (4) 残存期間 1 年以内の公社債等 

買付けにかかる約定日から１年以内で償還を迎

える公社債等（償還日の前年応答日が到来したもの

を含む）で、価額変動性が限定的であり、償却原価

法による評価方法が合理的かつ受益者の利益を害

しないと投資信託委託業者が判断した場合は、当該

方法により評価しております。ただし、時価と評価

額に乖離が生じ、投資信託委託業者が適正な基準価

額の計算上必要と判断した場合には、速やかに時価

による評価換えを行うものとします。 

(4) 残存期間 1 年以内の公社債等 

同        左 

２．収益及び費用の

計上基準 

  有価証券売買等損益の計上基準 

  約定日基準で計上しております。 

  有価証券売買等損益の計上基準 

同        左 



 14

注記事項 

 

（貸借対照表関係） 

 (平成17年4月20日現在) (平成17年10月20日現在) 

   

１．本有価証券報告書における開示対象ファンド 

の期首における当該親投資信託の元本額 

130,016,990 円 90,020,987 円 

    同期中における追加設定元本額 - 円 － 円 

    同期中における一部解約元本額 39,996,003 円 19,998,001 円 

   

    同期末における元本の内訳   

    ファンド名 日本株マーケット・ニュートラル 90,020,987 口 70,022,986 口 

 計 90,020,987 口 70,022,986 口 

   

 

（一口当たり情報） 

前期 当期  

(平成17年4月20日現在) (平成17年10月20日現在) 

一口当たり純資産額 10,001円 10,001円 

 

   (1) 有価証券明細表 

      ① 株式 

         該当事項はありません。 

 

      ② 株式以外の有価証券 
  （平成17年10月20日現在）

種類 銘柄 券面総額（円） 評価額（円） 

国債証券 第355回 政府短期証券 50,000,000 49,999,605 

合計  50,000,000 49,999,605 

 

   (2) 有価証券先物取引等及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表 

         該当事項はありません。 

  
 

２ ファンドの現況 

純資産額計算書 

平成17年11月末日現在

Ⅰ 資産総額 2,430,467,798 円

Ⅱ 負債総額 3,136,537 円

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 2,427,331,261 円

Ⅳ 発行済数量 2,444,830,877 口

Ⅴ １口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 
（１万口当たりの純資産額） 

0.9928

9,928

円

円

 
（参考）ジャパニーズ エクイティ マーケット ニュートラル マザーファンドの現況 

純資産額計算書 

 平成17年11月末日現在

Ⅰ 資産総額 3,876,449,502 円

Ⅱ 負債総額 1,588,027,519 円

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 2,288,421,983 円

Ⅳ 発行済数量 210,000 口

Ⅴ １口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 10,897 円
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（参考）りそな・短期金融資産マザーファンドの現況 
純資産額計算書 

平成17年11月末日現在

Ⅰ 資産総額 70,030,506 円

Ⅱ 負債総額 － 円

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 70,030,506 円

Ⅳ 発行済数量 70,022,986 口

Ⅴ １口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 
（１万口当たりの純資産額） 

1.0001

10,001

円

円

 
第５ 設定及び解約の実績（以下の内容に改訂します）・・・・・・・・・・・・・・・・・・（原請求目論見書 P26） 

計算期間 設定数量（口） 解約数量（口） 

第1期計算期間（H14.4.12～H14.10.21） 14,944,501,735 899,031,684 

第2期計算期間（H14.10.22～H15.4.21） 2,854,607,640 4,273,189,996 

第3期計算期間（H15.4.22～H15.10.20） 110,784,995 3,237,499,355 

第4期計算期間（H15.10.21～H16.4.20） 480,594,051 4,025,199,138 

第5期計算期間（H16.4.21～H16.10.20） 63,996,164 2,583,520,539 

第6期計算期間（H16.10.21～H17.4.20） 20,298,250 689,580,706 

第7期計算期間（H17.4.21～H17.10.20） 266,454,366 534,581,958 

 

原請求目論見書の「第 2 手続等 1 申込（販売）手続等（原請求目論見書 1 ページ）」内のお問い合わせ先の図

が、以下の通り更新訂正されます。以下は訂正後の内容のみ記載しております。 
 

 

 
 

 

お問い合わせ先

ソシエテジェネラルアセットマネジメント株式会社

フリーダイヤル： ０１２０－４９８－１０４

受付は土・日曜日、祝日を除く午前9時から午後5時（証券取引所の半休日は午前9時から正午）

ホームページアドレス： http://www.sgam.co.jp/

お問い合わせ先

ソシエテジェネラルアセットマネジメント株式会社

フリーダイヤル： ０１２０－４９８－１０４

受付は土・日曜日、祝日を除く午前9時から午後5時（証券取引所の半休日は午前9時から正午）

ホームページアドレス： http://www.sgam.co.jp/






